
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ほぼ全体を蓄熱材によって形成したダクトを、土間コンクリート表面に沿って配設して、

ことを特徴とする床下の蓄熱構造。
【請求項２】
前記ダクトを、上下に積み重なるように折り返した の床下の蓄熱構造。
【請求項３】
前記ダクトに、その通気路に導入した温風又は冷風を床下空間に排出する排気口を設けた

の床下の蓄熱構造。
【請求項４】
前記ダクトの蓄熱材がコンクリート板からなる の床下の
蓄熱構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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このダクトの前記土間コンクリート表面に面した下面を開放して、前記土間コンクリート
表面を前記ダクト内の通気路に臨ませるとともに、前記ダクトの一端側にヒートポンプの
室内機を接続して、前記ダクト内の通気路に前記ヒートポンプを熱源とした温風や冷風を
導入することで、前記ダクト及び土間コンクリートに温熱や冷熱を蓄熱させるようにし、
前記ダクトの外表面の一部又は全体、及び、前記土間コンクリートの裏面を断熱材で覆う
ようにした

請求項１記載

請求項１又は２記載

請求項１乃至３のいずれかに記載



　この発明は、主として住宅の室内の冷暖房に利用する温熱又は冷熱を床下空間において
蓄熱するための蓄熱構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、住宅の床下空間を暖めたり、冷やしたりして、室内を間接的に冷暖房するといっ
た試みがなされている。この場合、空調機器によって直接室内を冷暖房するときのような
不快なドラフトが発生せず、また燃焼系の暖房機器によって直接室内を暖房するときのよ
うな室内の空気汚染もなく、快適な温熱環境を実現できる。
【０００３】
　しかし、直接室内を暖房する場合と比較して、熱損失が多く、運転コストが高騰すると
いった問題があった。そこで、運転コストの軽減を図るために、安価な深夜電力の有効利
用が可能な蓄熱方式が採用されている。
【０００４】
　この種の蓄熱方式を採用した技術としては、例えば既設の土間コンクリート、床や梁等
の躯体を蓄熱体として利用して、設備コストの低減を図るようにしたものがある。この場
合、土間コンクリートや躯体にパイピングを施して、そのパイプに温水や冷水を供給する
ことで、土間コンクリートや躯体に温熱や冷熱を蓄熱させるのが一般的である。
【０００５】
　また、例えば特許文献１乃至３に開示されているように、床下空間における床板の裏面
側に設けた専用の蓄熱材に蓄熱することで、地盤等への熱放出を抑えて、蓄熱効率を高め
るようにしたものがある。この場合、蓄熱材に対して床下空間に設置したダクトから放出
した温風や冷風を当てることで、蓄熱材に温熱や冷熱を蓄熱させるようにしている。
【０００６】
【特許文献１】特開 2002-195587号公報
【特許文献２】特開 2002-115859号公報
【特許文献３】特開 2001-304594号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記のように土間コンクリートや躯体にパイピングを施す場合には、パ
イピングのための費用が嵩むとともに、パイプ詰まりや水漏れ等に対するメンテナンスも
面倒であった。
【０００８】
　また、温水や冷水の代わりに、温風や冷風を床下空間に導入して土間コンクリートや躯
体に蓄熱させることで、パイピングのためのコストを削減するとともに、メンテナンス性
を向上することが考えられる。なお、温風や冷風によって主に梁や床に蓄熱させる技術は
、ビルや集合住宅向けの技術として実際に適用されている。
【０００９】
　しかし、単に温風や冷風を導入するだけでは、熱損失が多くて土間コンクリートや躯体
に効率良く蓄熱させることができず、また放熱の制御も困難であった。
【００１０】
　一方、特許文献１乃至３に開示されているように、ダクト及び専用の蓄熱材を床下空間
に設ける場合には、構造が複雑で施工が煩雑となり、設備コストが高騰するといった問題
があった。
【００１１】
　そこで、この発明は、上記の不具合を解消して、構造が簡単で、蓄熱効率が良好であり
、設備コスト及び運転コストの低減を図ることができる床下の蓄熱構造の提供を目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
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　上記の課題を解決するため、この発明の床下の蓄熱構造は、ほぼ全体を例えばコンクリ
ート板等からなる蓄熱材によって形成したダクトを、土間コンクリート表面に沿って配設
して、

ことを特徴とする。
【００１５】
　 さらにまた、前記ダ
クトに、その通気路に導入した温風又は冷風を床下空間に排出する排気口を設けている。
【発明の効果】
【００１６】
　この発明では、床下空間に配設したダクト自体を蓄熱体として利用して、このダクトに
温風や冷風を導入して温熱や冷熱を効率良く蓄熱させるようにしているので、パイピング
や専用の蓄熱材を必要としない簡単な構造でありながら、熱損失を抑えた蓄熱効率の良好
な蓄熱構造を提供することができる。
【００１７】
　従って、設備コスト及び運転コストを低減した床下蓄熱方式の室内冷暖房を実現できる
。しかも、床下空調の効果で、床下温湿環境を年間を通して良好に保つことができる。
【００１８】
　また、ダクトの外表面の一部又は全体を断熱材で覆って、ダクトに蓄熱した熱の過度の
放熱を抑えることで、室内の冷暖房を安定して継続することができる。
【００１９】
　さらに、土間コンクリートの表面をダクト内の通気路に臨ませて、ダクト及び土間コン
クリートの双方において温熱又は冷熱を蓄熱することで、蓄熱効率を高めて蓄熱量の増大
を図ることができる。
【００２０】
　さらにまた、土間コンクリートの裏面に断熱材を設けて、地盤への熱放出を抑えること
で、熱損失を減らして蓄熱効率をさらに高めることができる。
【００２１】
　また、ダクトを上下に積み重なるように折り返すことで、ダクトの通気路の距離を長く
確保して、ダクトと温風又は冷風との熱交換領域を拡大することができ、しかもダクト容
量が増えることで蓄熱許容量も増大させることができ、これによって蓄熱効率及び蓄熱量
をより一層高めることができる。
【００２２】
　さらに、ダクトとの熱交換後の温風又は冷風を床下空間に排出して、床下空間を直接冷
暖房することで、室内の冷暖房効率をさらに高めることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、この発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。この発明の一実施形態に
係る蓄熱構造においては、図１及び図２に示すように、住宅の床下空間 (１ )に設けた土間
コンクリート (２ )の表面に沿ってダクト (３ )を配設して、その一端側に整流用ダクト (４ )
を介してヒートポンプ (５ )の室内機 (６ )が接続されている。従って、ヒートポンプ (５ )を
熱源とした温風又は冷風が、整流ダクト (４ )を介してダクト (３ )に導入されるようになっ
ている。なお、ヒートポンプ (５ )の室外機 (７ )は、屋外に設置されていて、床下空間 (１ )
を囲む外周基礎 (30)を貫通した冷媒管 (９ )を介して室内機 (６ )と接続されている。
【００２４】
　床下空間 (１ )には、外周基礎 (30)に沿って断熱材 (31)が設けられていて、床下空間 (１ )
から外部への放熱を抑えている。この断熱材 (31)は、外周基礎 (30)の立ち上がり内面と土
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このダクトの前記土間コンクリート表面に面した下面を開放して、前記土間コンク
リート表面を前記ダクト内の通気路に臨ませるとともに、前記ダクトの一端側にヒートポ
ンプの室内機を接続して、前記ダクト内の通気路に前記ヒートポンプを熱源とした温風や
冷風を導入することで、前記ダクト及び土間コンクリートに温熱や冷熱を蓄熱させるよう
にし、前記ダクトの外表面の一部又は全体、及び、前記土間コンクリートの裏面を断熱材
で覆うようにした

さらに、前記ダクトを、上下に積み重なるように折り返している。



間コンクリート (２ )の外周縁とに跨るようにして断面略Ｌ字状に配されている。
【００２５】
　土間コンクリート (２ )は、地盤 (32)上にほぼ一定の厚みで敷設されており、その裏面に
は断熱材 (33)が配設されている。すなわち、土間コンクリート (２ )と地盤 (32)との間に断
熱材 (33)が介在されて、土間コンクリート (２ )から地盤 (32)への放熱が規制されている。
【００２６】
　ダクト (３ )は、図３及び図４に示すように、例えば土間コンクリート (２ )の表面に互い
に平行に配した一対の脚部 (10)(10)と、これら脚部 (10)(10)の上面間に跨るようにして設
置した上面部 (11)とを備え、土間コンクリート (２ )の表面に面した下面は開放されている
。従って、ダクト (３ )内の通気路 (15)に、土間コンクリート (２ )の表面が臨んだ状態とな
っている。
【００２７】
　脚部 (10)(10)は、例えば断熱材料である長尺の木製角材からなり、上面部 (11)は、廉価
で熱容量の大きなコンクリート板からなる。すなわち、ダクト (３ )の大部分を占める上面
部 (11)が蓄熱材料によって形成されて、ダクト (３ )が蓄熱体として機能するようになって
いる。なお、ダクト (３ )の上面部 (11)は、コンクリート板以外のその他の蓄熱材料によっ
て形成しても良い。さらに、上面部 (11)だけでなく、脚部 (10)についても蓄熱材料によっ
て形成しても良い。
【００２８】
　脚部 (10)(10)は、その高さが３ｃｍ～１０ｃｍ、その長さが８ｍ～１０ｍに設定され、
０．８ｍ～０．９ｍの間隔をあけて配置されている。また、上面部 (11)は、その幅が０．
９ｍ～１ｍ、その長さが８ｍ～１０ｍ、厚みが約１０ｃｍに設定されている。従って、こ
のダクト (３ )は、土間コンクリート (２ )の表面に沿って拡がる扁平状に形成されて、一直
線上に延びており、ダクト (３ )内の通気路 (15)は、その幅が０．８ｍ～０．９ｍ、その長
さが８ｍ～１０ｍ、土間コンクリート (２ )の表面からの高さが３ｃｍ～１０ｃｍとなって
いる。
【００２９】
　これにより、ダクト (３ )内の通気路 (15)を通過する温風又は冷風は、土間コンクリート
(２ )の表面を這うように低く流れながら、ダクト (３ )の内面及び土間コンクリート (２ )の
表面に直接接触して、ダクト (３ )及び土間コンクリート (２ )の双方において温熱又は冷熱
が蓄熱されるようになっている。
【００３０】
　また、このダクト (３ )においては、脚部 (10)(10)の上下面に例えば厚さ３ｍｍ程度の気
密材 (16)(16)が取り付けられていて、土間コンクリート (２ )と脚部 (10)(10)との間、脚部
(10)(10)と上面部 (11)との間からの温風又は冷風の漏れを防止している。
【００３１】
　さらに、ダクト (３ )の室内機 (６ )側とは反対側すなわち他端側において、上面部 (11)に
排気口 (20)が形成されており、ダクト (３ )の通気路 (15)を通過した温風又は冷風を床下空
間 (１ )に排出するようになっている。
【００３２】
　また、ダクト (３ )の外表面すなわち上面部 (11)の表面は、断熱材 (28)によって覆われて
おり、これによって上面部 (11)からの過度の放熱を抑えるようにしている。なお、断熱材
(28)は、上面部 (11)の表面のほぼ全体を覆うようにして設けるだけでなく、上面部 (11)の
表面の一部を覆うように設けても良い。ダクト (３ )の外表面における断熱材 (28)によって
覆う範囲を適宜調整することで、ダクト (３ )からの放熱を制御することができる。
【００３３】
　また、ダクト (３ )の上面部 (11)の裏面側には、通気路 (15)に突出する複数の邪魔板 (21)
(21)…が千鳥足状に取り付けられていて、通気路 (15)を通過する温風又は冷風を蛇行させ
ながら導くようになっている。そして、ダクト (３ )によって覆われた土間コンクリート (
２ )の表面すなわち通気路 (15)の温風又は冷風が接触する土間コンクリート (２ )の表面は
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、砂利等を敷き詰めることでに粗面化されて、凹凸 (22)が設けられている。このように通
気路 (15)に邪魔板 (21)(21)…を突出させたり、土間コンクリート (２ )の表面に凹凸 (22)を
設けることで、通気路 (15)を通過する温風又は冷風の流れを乱すとともに、温風又は冷風
と土間コンクリート (２ )との接触面積を増大させて、熱交換効率を高めるようにしている
。
【００３４】
　上記のダクト (３ )は、その上面部 (11)と床部材 (34)との間に突っ張り固定された鋼製束
材 (25)(25)…によって、土間コンクリート (２ )に押さえ付けられた状態で固定されている
。このように、床施工に一般的に用いる鋼製束材 (25)(25)…によってダクト (３ )を簡便に
固定して、施工費を抑えている。なお、ダクト (３ )の上面部 (11)は、重量のあるコンクリ
ート板であるから、必ずしも上述したような束材 (25)(25)…によって固定しなくても、上
面部 (11)の自重によってダクト (３ )を土間コンクリート (２ )上に固定しても良い。図中、
(26)(26)…は、土間コンクリート (２ )の表面に固定されて大引等を受ける通常の鋼製束材
である。
【００３５】
　ヒートポンプ (５ )としては、一般に「エアコン」と称される廉価な家庭用の汎用ヒート
ポンプが用いられている。このヒートポンプ (５ )においては、コンプレッサによ  り圧縮
した冷媒を室内機 (６ )と室外機 (７ )との間で循環させて、室内機 (６ )側において冷媒と床
下空間 (１ )の空気とを熱交換させることで、温風や冷風を作り出すようになっている。そ
して、室内機 (６ )に設けた図示しないファンによって、温風又は冷風を整流用ダクト (４ )
へ送り出している。なお、ヒートポンプとして、より熱効率の高い水冷ヒートポンプや炭
酸ガス (ＣＯ 2)ヒートポンプを用いるようにしても良い。
【００３６】
　整流用ダクト (４ )は、室内機 (６ )からダクト (３ )へ向けて断面形状が変化しており、室
内機 (６ )からダクト (３ )へ温風や冷風をスムーズに流れ込ませて、送風時の圧力損失を抑
えるようになっている。
【００３７】
　次に、上記の蓄熱構造を用いた室内暖房について説明する。まず、ヒートポンプ (５ )を
作動させて暖房運転を開始すると、床下空間 (１ )の空気が室内機 (６ )内に取り込まれて加
熱されて温風となり、この温風が整流用ダクト (４ )を介してダクト (３ )の通気路 (15)へ送
り込まれる。通気路 (15)において、温風は邪魔板 (21)(21)…や土間コンクリート (２ )の凹
凸 (22)に当たりながら蛇行して流れる。これによって、主要な蓄熱体であるダクト (３ )と
温風、補助的な蓄熱体である土間コンクリート (２ )と温風との間でそれぞれ活発な熱交換
がなされ、ダクト (３ )及び土間コンクリート (２ )に温風の温熱が蓄熱される。熱交換後の
温風は、ダクト (３ )の排気口 (20)から床下空間 (１ )へ排出されて、床下空間 (１ )を直接暖
める。そして、床下空間 (１ )の空気は、再びヒートポンプ (５ )の室内機 (６ )内に取り込ま
れて加熱され、温風となってダクト (３ )の通気路 (15)へ送り込まれるといった循環を繰り
返す。
【００３８】
　このような蓄熱工程は、図５に示すように、例えば夜間の０時頃から翌朝の７時頃まで
の安価な深夜電力を利用できる時間帯に行う。この間、床下空間 (１ )の温度が上昇し、外
気温度が低下しているにもかかわらず、室内温度は低下することなくほぼ一定に保たれる
。
【００３９】
　そして、例えば７時頃から１５時頃までの間は、ヒートポンプ (５ )の作動を停止して、
ダクト (３ )及び土間コンクリート (２ )に蓄熱された熱を放熱させながら室内を暖房する放
熱工程とする。このとき、ダクト (３ )の外表面が断熱材 (28)によって覆われているので、
蓄熱した熱が過度に放熱することなく、長時間に亘って徐々に放熱して室内を暖房する。
この放熱工程では、床下空間 (１ )の温度は一旦低下してからほぼ一定となり、室内温度は
一旦低下してから上昇する。
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【００４０】
　１５時頃を過ぎると、外気温度の低下も相俟って、室内温度が下がり始める。すると、
ヒートポンプ (５ )のファンのみを作動させて送風運転を開始し、ダクト (３ )の通気路 (15)
に床下空間 (１ )の空気を送り込む。この送り込まれた空気は、ダクト (３ )及び土間コンク
リート (２ )の余熱によって暖められた後、床下空間 (１ )に排出されて、床下空間 (１ )を直
接暖める。このとき、床下空間 (１ )の温度及び室内温度は一旦上昇して徐々に下降する。
このような送風工程を、例えば夜間の０時頃まで行って、０時頃からは再び蓄熱工程に戻
って上記動作を繰り返す。これにより、冬期において室内の急激な冷え込みを抑えること
ができ、ベース暖房として十分な能力を発揮する。なお、室内冷房に際しては、ヒートポ
ンプ (５ )の室内機 (６ )よりダクト (３ )の通気路 (15)へ冷風を送り込み、暖房時と同様の動
作を繰り返す。
【００４１】
　図６は、他の実施形態に係る蓄熱構造を示している。この蓄熱構造においては、ダクト
(40)を同一平面上で折り返しており、ダクト (40)に導入した温風又は冷風は、逆方向に反
転されて排気口 (42)から室内機 (６ )へ向けて排出されるようになっている。このように、
ダクト (40)の通気路の距離を長く確保することで、温風又は冷風との熱交換領域を大きく
して、蓄熱量の増大を図っている。
【００４２】
　また、ダクト (40)の形状としては、上記のように同一平面上で折り返すだけでなく、同
一平面上で略Ｌ形や波形に曲げて距離をかせぐようにしても良い。
【００４３】
　その他にも、例えば図７及び図８に示すように、ダクト (50)を上下に積み重なるように
折り返して、通気路 (51)の距離をかせぐようにしても良い。すなわち、このダクト (50)は
、土間コンクリート (２ )の表面に配置した一対の脚部 (52)(52)の上面間に跨るようにして
上面部 (53)を設置することで、下側ダクト (54)を構成するとともに、この下側ダクト (54)
の上面部 (53)の表面に配置した一対の脚部 (55)(55)の上面間に跨るようにして上面部 (56)
を設置することで、上側ダクト (57)を構成して、これら下側ダクト (54)の通気路と上側ダ
クト (57)の通気路を互いに連通させることによって構築されている。なお、 (58)は、上側
ダクト (57)における上面部 (56)の表面を覆う断熱材、 (59)は、ダクト (50)の折り返し部に
生じる開口を塞ぐ閉塞板である。その他の構成は、図１に示す実施形態と同様である。
【００４４】
　この多段積みのダクト (50)を用いることで、断熱材からなるダクトを用いて土間コンク
リート (２ )のみに蓄熱させる構造のものと比較して、図９に示すように、
夜間の蓄熱工程時の床下温度が低くなり、昼間から夜にかけての放熱工程時及び送風工程
時の床下温度が高くなる。つまり、多段積みダクト (50)を用いることで、蓄熱効率及び蓄
熱量が高まって、蓄熱工程時における床下空間 (１ )への放熱が少なくなり、昼間から夜に
かけての在室時に安定的に放熱して室内温度をより高く維持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】この発明の一実施形態に係る蓄熱構造を示す側面断面図である。
【図２】同じくその平面図である。
【図３】同じくその要部の斜視図である。
【図４】同じくそのダクト部分の正面断面図である。
【図５】暖房時における温度変化を示す図である。
【図６】他の実施形態に係る蓄熱構造の平面図である。
【図７】別の実施形態に係るダクト部分の側面断面図である。
【図８】同じくそのダクト部分の正面断面図である。
【図９】多段積み蓄熱ダクトを用いた構造と断熱ダクトを用いて土間コンクリートのみに
蓄熱させる構造とを比較した場合の暖房時における温度変化を示す図である。
【符号の説明】
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【００４７】
　　 (１ )　床下空間
　　 (２ )　土間コンクリート
　　 (３ )(40)(50)　ダクト
　　 (15)(51)　通気路
　　 (20)　排気口
　　 (28)(58)　ダクトの断熱材
　　 (32)　地盤
　　 (33)　土間コンクリートの断熱材

【 図 １ 】
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【 図 ２ 】

(8) JP 4012870 B2 2007.11.21



【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】
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